
　

経
済
的
な
理
由
な
ど
で
国
民
年

金
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
難
し

い
方
に
は
、
保
険
料
を
免
除
ま
た

は
猶
予
す
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

７
月
か
ら
平
成
21
年
度
の
保
険

料
の
免
除
・
猶
予
制
度
の
申
請
を

受
け
付
け
ま
す
の
で
、
申
請
先
で

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

■
免
除
・
猶
予
制
度
の
種
類

①
全
額
免
除
制
度

　

保
険
料
納
付
が
全
額
免
除
さ
れ

る
制
度
で
す
。
本
人
、
配
偶
者
、

世
帯
主
の
前
年
所
得
が
一
定
の
額

以
下
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

②
一
部
納
付
（
一
部
免
除
）
制
度

　

保
険
料
納
付
が
一
部
免
除
さ
れ

る
制
度
で
す
。
本
人
、
配
偶
者
、

世
帯
主
の
前
年
所
得
が
一
定
の
額

以
下
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

③
若
年
者
納
付
猶
予
制
度

　

30
歳
未
満
の
方
の
保
険
料
納
付

を
猶
予
し
、
後
で
納
付
が
で
き
る

制
度
で
す
。
本
人
、
配
偶
者
の
前

年
所
得
が
一
定
の
額
以
下
で
あ
る

こ
と
が
必
要
で
す
。

④
学
生
納
付
特
例
制
度

　

学
生
の
方
の
保
険
料
納
付
を
猶

予
し
、
後
で
納
付
が
で
き
る
制
度

で
す
。
本
人
の
所
得
が
一
定
の
額

以
下
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

■
申
請
先

○
新
居
浜
社
会
保
険
事
務
所

ＴＥＬ
０
８
９
７

－

３
５

－

１
３
０
０

○
市
庁
舎
本
館
市
民
生
活
課

　

年
金
係

ＴＥＬ
０
８
９
７

－

５
２

－

１
３
８
３

○
各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課

　

市
民
保
険
係
（
東
予
）

　

市
民
福
祉
係
（
丹
原
・
小
松
）

　
「
長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促

進
に
関
す
る
法
律
」
が
６
月
４
日

に
施
行
さ
れ
、
長
期
優
良
住
宅
の

認
定
を
受
け
て
新
築
し
た
住
宅
は

固
定
資
産
税
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

　

減
額
を
受
け
る
に
は
、
固
定
資

産
税
が
課
さ
れ
る
年
の
１
月
31
日

ま
で
に
減
額
適
用
申
告
書
を
市
へ

提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

■
減
額
の
適
用
要
件

　

次
の
す
べ
て
を
満
た
す
住
宅

○
建
築
着
工
前
に
長
期
優
良
住
宅

の
認
定
を
受
け
た
住
宅

○
平
成
21
年
６
月
４
日
～
平
成
22

年
３
月
31
日
の
間
に
新
築
さ
れ

た
住
宅

○
床
面
積
が
50
平
方
㍍
以
上
（
戸

建
て
以
外
の
貸
家
住
宅
は
40
平

方
㍍
以
上
）
２
８
０
平
方
㍍
以

下
の
住
宅

※
減
額
の
対
象
と
な
る
床
面
積
は

１
戸
当
た
り
１
２
０
平
方
㍍
ま

で
の
居
住
部
分
で
す
。

■
減
額
の
適
用
期
間

　

新
築
後
、
５
年
度
分
（
中
高
層

耐
火
住
宅
は
７
年
度
分
）
の
固
定

資
産
税
か
ら
２
分
の
１
を
減
額
。

■
長
期
優
良
住
宅
と
は

　

耐
久
性
、
耐
震
性
、
可
変
性
、

維
持
管
理
・
更
新
の
容
易
性
な
ど

一
定
以
上
の
性
能
を
有
す
る
住
宅

で
、
建
築
着
工
前
に
市
の
認
定
を

受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

認
定
を
受
け
る
に
は
、
次
の
住

戸
面
積
が
必
要
で
す
。

○
戸
建
て　
　
　

75
平
方
㍍
以
上

○
共
同
住
宅
等　

55
平
方
㍍
以
上

■
問
合
せ

固
定
資
産
税
に
つ
い
て

○
市
庁
舎
本
館
資
産
税
課

　

資
産
税
係

ＴＥＬ
０
８
９
７

－

５
２

－

１
３
２
５

○
各
総
合
支
所

　

税
務
課
税
務
係
（
東
予
）

　

総
務
課
税
務
係
（
丹
原
・
小
松
）

長
期
優
良
住
宅
の
認
定
に
つ
い
て

○
市
庁
舎
別
館
建
築
審
査
課

　

建
築
指
導
係

ＴＥＬ
０
８
９
７

－

５
２

－

１
５
５
４

17
日　

市
県
民
税
第
１
期
分
の
督

促
状
の
発
送

31
日　

国
民
健
康
保
険
税
第
１
期

分
お
よ
び
固
定
資
産
税
第
２
期

分
の
納
期
限

※
督
促
状
１
通
に
つ
き
１
０
０
円

の
督
促
料
と
延
滞
金
を
い
た
だ

き
ま
す
。

※
口
座
振
替
ご
利
用
の
方
は
、
納

期
限
日
の
残
高
に
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

■西条市庁舎
　℡0897－56－5151

■東予総合支所
　℡0898－64－2700

■丹原総合支所
　℡0898－68－7300

■小松総合支所
　℡0898－72－2111

市役所への
お問い合わせ先

国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
・
猶

予
申
請
を
受
け
付
け
ま
す

長
期
優
良
住
宅
の
認
定
住
宅
の

固
定
資
産
税
を
減
額
し
ま
す

　2011（平成23）年７月から地上デジタル放送（地デジ）に完全移行するのを
前に、公共機関を名乗って、テレビの地デジ対応機器の購入やアンテナ工事の
代金の支払いを求めたり、助成金を受けるための費用を請求したりする詐欺が
発生しています。
　疑わしい工事の勧誘や、身に覚えのない工事代金の請求を受けた場合は、す
ぐに代金を支払わず、右記の相談窓口へご相談ください。

相談窓口
○市庁舎本館市民生活課
　市民相談係　℡0897－52－1243
○各総合支所総務課　総務調整係
○愛媛県消費生活センター
　℡089－925－3700

７
月
の
市
税
ご
よ
み
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